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　I．はじめに

　中国の受刑者処遇理念・制度をアメリカのそれらと比較するとき容易に気づ

くのは，中国では刑務作業が理念上も実際上も緊密に受刑者処遇と結びつき，

その中心になってい孔逆に，アメリカでは刑務作業はせいぜい受刑者処遇の
　　　　　　　　　　　　　（1）
極めて僅かな一部に過ぎず，無為は常にアメリカ刑務所の特徴である，という

ことである。

　刑務作業と受刑者処遇との関わりに表れたこの両国の差異は他の国々の比較

できないほど対照的なものである。中国では，ユ949年の建国当初から今日まで，

病気にかかって就労できない受刑者を除いてほぼ全員の受刑者が刑務作業に従

事しているという極めて高い就労率が維持されている。刑務所企業（中国で

「労政企業」と呼ばれる）が一般市場に大いに進出し，国民経済の重要な地位
　　　　（2）
を占めている。一方，アメリカにおいては，受刑者の就労率は20世紀になって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）　　　　　　　　　　（4）
から以来ずっと減少する傾向にあり，1940年には44％であり，197ユ年には1O影

に激減した。近年受刑者の就労状況は僅かに改善されたものの，基本的には変

わっていない。無為は依然として，アメリカ刑務所の特徴になっている。刑務
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所企業（および受刑者を雇用した企業）もr民業圧迫」という口実で作られた

立法によってその市場進出などを制限されて不振に陥って，今日もあまりよく

はなっていない。また，基本刑種たる自由刑は中国でr徒刑」と，アメリカで

「Imprisonment」と表現されるが，中国でいう「徒刑」は受刑者を刑務所に拘

禁してその自由を奪うこと以上に，むしろ彼らを集めて強制的に労働（刑務作

業）に従事させるという意味を持ち，刑務作業が徒刑のすべてであるほどそれ

と関わっている。受刑者処遇に関する法律の名称は，刑務所法，監獄法，拘禁

法，受刑者処遇法のいずれでもなくて，「中華人民共和国労働改造条例」と呼

ばれる。徒刑受刑者のすべてが塀に囲まれた刑務所（監獄）に拘禁するわけで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
はなくて，労働場所である「労働改造管教隊」にも収容される。アメリカの場

合，南北戦争以前，「Imprisonment」は強制労働と同意語であった，しかしそ

れ以後，強制労働が段々去っていって，「Imprisonment」は専ら自由拘東とい
　　　　　　　　　　　　　（6）
う意味合いを持つようになった。今日では，おそらく被告人に「Imprison－

men七」を科すとき，裁判官自身も必ずしも強制労働のことを意識していない

であろう。

　なぜ以上のような差異が生じたのか，本稿で簡単に分析しようと思う。

　皿．「劣等原則」の様式

　受刑者と一般の人々との関係，換言すれば，受刑者処遇と一般社会との関係

を考察するときには，r劣等原則」（The　principユe　ofユessθ工igibi1ity）と呼ば

れる概念がいつも用いられる。この原則は，ベンサム（Jeremy　Bentham）の

言ったように「犯罪者の運命はそうでない人々のそれより恵まれてはいけな
　（7）
い」か，r刑務所における生活基準は外の社会における最低基準よりも低く維

持されなければならない，または，外の最低生存レベルほど刑務所のそれを引
　　　　　　　（8）
き上げてはいけない」ということを意味する。要するに，受刑者の地位・状況

は最も低く維持されなければならないということである。この「劣等原則」は，

公衆，国家，多くの刑事専門家の極めて平気な考え方として数百年に渡って全

社会の範囲で疑問視されずに受刑者の処遇の在り方を左右している。ゴ779年代

にベンサムが初めてこの原則に類似した考え方を宣言してからユ00年余りを経っ

たユ930年には，マンハイム（Ma㎜heim）は行刑における諸改革の失敗の原因

を検討した上で「この古い原貝■1が依然として行刑改革の道における最も恐ろし
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　　　　　（9）
い障害である」と指摘した。そしてさらに50年後の1980年には，キング（Roy

D．King）とモーガン（Rod　Morgan）はこの古い原則がまだ生きていると再
　　　　（1o）

び論証した。中国では，「劣等原則」という言葉は余り使われないし，その内

容，影響についての研究も殆どなされていない。しかし中国の刑事資料をよく

検討すれば分かるように，受刑者の地位・状況が外の一般の人々のそれほど引

き上げるべからずというのは中国でもごく普通で驚くことのない考え方である。

なぜなら，受刑者の状況が一般の人々のそれよりよくなったならば，犯罪がもつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ll）
と増えるのではないかという素朴な危機感を持つ人々が少なくないからであ孔

　東洋か西洋か，中国かアメリカかを問わずに受刑者が劣等で社会における最

低の地位，状況に置かなければならないという考え方では両方ともに同じであ

ろう。問題は「最低の地位・状況」が具体的に何を意味するのか，言い換える

と，受刑者をいかにすれば劣等原則の要素が満たされるのかである。この点で

は，むしろ中国の考え方とアメリカのそれとは全く逆方向である。中国では，

犯罪者でない人々と受刑者との関係は働きかける方と働きかけられる方との関

係であると言ってよい，受刑者になったことは，社会が受刑者に働きかける機

会，権能を獲得したこと，すなわち，受刑者が社会から特別な取り扱いを受け

る義務を負ったことを意味する，そこにおける受刑者の「最低の地位・状況」

の具体的な内容は受刑者が最大限に社会に強制的に働きかけられなければなら

ないことである，社会は，全体として消極的に受刑者階層を追放し，捨てるの

ではなくて，積極的に一般の人々より手厚く受刑者を管理・対処して再社会化

するのである。便宜的に，このようなことを具体的な内容とした中国型のr劣

等原則」を「積極的な劣等原貝1」」と呼ぶことにする。反対に，アメリカの場合，

犯罪者でない人々（社会）と受刑者（刑務所）との関係は，排除する方と排除

される方，すなわちIn1awとOut1awとの関係であり，受刑者になったこと

は，社会から，そして法から追放・放任されること，言い換えれば，社会・法

に捨てられることを意味する。そこでの受ヲ干I」者のr最低の地位・状況」の具体

的な内容は，受刑者が法の外に置かれ，自由人ほど法に適用され，法の保護を

受けないということである。社会，法からの追放・放任を特徴としたこのよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）
なr劣等原則」をr消極的な劣等原則」と呼ぶことにしよう。

　以上の論述で明らかにしたように，中国とアメリカとにおける「劣等原則」

の様式が異な乱その相違は，両国におけるそれぞれの経済的，政治的，社会



82 一橋研究　第13巻第1号

的構造と法文化に由来するも一のであろう。財産公有制，平等，集団を原点とす

る中国の経済的，政治的，社会的構造の中には受刑者を放任し，捨てる経済的，

政治的，社会的要素・メガリズムは存在していないばかりか，受刑者を巻き込

んで再び吸収するあらゆる条件が揃っている。そこで．犯罪は集団からの逸脱，

社会管理の不行き届きとみなされ，刑罰は単に刑事処分だけではなく強化され
　　　　　　　（13）
た社会管理でもある。一方，私有財産，競争，個人を原点とするアメリカの経

済的，政治的，社会的構造の中では，あらゆる人々，社会のあらゆる領域は競

争にさらされ，競争の法則に従わなければならない，社会の運動は競争の失敗

者を淘汰する方向に向かっている。従って，受刑者も刑罰も競争の影から巡る

ことができず，受刑者に科された刑罰は単に刑事処分としてでなく受刑者に貼っ

たr競争の失敗者・失格者」という官方的・公式的なレッテルとしても社会1こ

捉えられ，受刑者は単に刑事処分を科されたのではなく競争の資格，権利をも
　　　　　　　　　　　　　　　（工4）
奪われるように社会に受けとめられる。また，法文化にあるアメリカと中国と

の相違も両国における「劣等原則」の様式の差異を生じさせた原因の一つであ

るように思われ私権利としての，親近感のある法か，そうでない法かは，法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
に違反して罪を犯した受刑者に対する公衆の態度に微妙に影響する。

　社会構造の相違に由来する異なったr劣等原貝1』」の様式は，意識されずに見

えない力として全社会の範囲でそれぞれの国々の受刑者処遇の在り方を決定づ

け，それを特徴づけるのである，それ故に，その様式の相違は刑務作業と受刑

者処遇との関わりにおける中・米両国の相違をもたらした主な要素であると言

えよう。r積極的な劣等原則」をもつ中国では，建国当初から，受刑者の刑務

作業と刑務所企業とは全社会の協力で確保しなければならないと主張され，中

央政府および地方政府は色々な特別な政策を取っている。また，社会団体とし

ての労働組合・婦女連合会・青年団・居民委員会は刑務作業の確保を自分の役

目の一部分として協力し続けている。その結果，受刑者の労働チャンスは十分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
に維持され，刑務所製品は一般市場に順調に進出している。このようなやり方

の裏にある考え方は次のようなものである，すなわち，社会主義の中国におい

ては，犯罪者でない人々もすべて自らの手で自らの労働で生計を立てなければ

ならないのに受刑者に労働させないのは社会主義制度とはふさわしくない，む

しろ受刑者により多くの労働チャンスを提供して，強制的に彼らに労働させる
　　　　　　　　　　　（17）
べきであるとされるのである。アメリカの場合，その受刑者処遇史は同時に社
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会が受刑者の刑務作業チャンスを排除・剥奪し，刑務所製品の市場進出を制限

してきた歴史でもある。早くも1801年には刑務作業を排除する最初の立法が採
　　　（18）

択された，1870年代になると，そのような「排除立法」が広がり，．各州とも受
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
刑者の労働力と刑務所製品の自由市場への進出を禁じる法律を作り出した。さ

らに，1930年代にはそのような立法が一層激しくなり，連邦政府も州間の貿易

から刑務所製品を排除しようとして，三つの法律（The　Hawes－cooper　Law；
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）
TheAshurstsumnerLaw；TheLawofOct．14th．1940）を制定した。それら

のr排除立法」の結果として，刑務所企業は致命的な打撃を受けて維持できな

くなり，受刑者はその労働チャンスを奪われ，無為は今日までアメリカ刑務所

の主な特徴になっている。それらの「排除立法」を支える社会的な考え方とし

ては，ユ870年まではr受刑者に普通の自由人の従事する仕事をやらせることは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
自由民への侮辱である」という道徳的な主張が多かった。ユ870年以後は，失業

者が増え，競争が一層激しくなったにしたがって，いわゆる「不平等な競争」

という経済上の理由がしばしば挙げられたが，その裏にある考え方は，受刑者

が懲罰にしか値しないもので生活手段としての労働を彼らに提供すべきではな

い，特に自由社会にはまだ失業者がいるのに受刑者に労働チャンスを与えては
　　　　　　　　　　　（22）
ならないということである。1860年ごろに刑務作業による受刑者の搾取が盛ん

になった実務を，多くの刑事専門家が批判した，そのような批判は，刑務作業

そのものを排除しようというr排除立法」主張者の考え方とは異なるが，客観
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
的には「排除立法」の採択を促してしまった。

　皿．受刑者処遇政策の決定におけるダイナミズム

　社会構造に由来する「劣等原則」とその様式は，全社会の範囲で受刑者処遇

の在り方，刑務作業と受刑者処遇との関わりを決定づけることを，先の検討で

指摘した。しかしこれは，「劣等原貝1」」とその様式が直ちに具体的な処遇政策

を形成して，行刑担当者である政府，刑事専門家らがただ宿命的にそれを受け

入れることしか出来ないとは，言っているわけではない。具体的な処遇政策の

形成は，一定のダイナミズムの中で一定の政策決定過程を経なければならない。

その政策決定過程においては，自然的な力のように存在している「劣等原則」

に抵抗して，より人為的な処遇政策を形成する余地（可能性）がある。かなめ

になるのは，受刑者処遇政策の決定過程には自然的な力のようなr劣等原則」
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の影響を抵抗できるダイナミックスが含まれているか否かである。普通，受刑

者処遇政策とその実態を左右するのは公衆，政府，刑事専門家であり，処遇政

策に対する三者の態度・考え方は必ずしも一致しない。公衆はほとんど「劣等

原則」に従って行動する。政府は公衆に責任を負うと同時に受刑者の行刑・処

遇の責任者でもあるから，二重的な態度を取りやすい。刑事専門家らは自分た

ちの信じる処遇理念によって処遇政策を賛成したり否定したりする。受刑者処

遇の立場から見れば，「劣等原則」の影響に抵抗して処遇理念・処遇上の必要

に適した処遇政策を定めて施行するためには，政府の強力，刑事専門家の強力

を容認して維持できる処遇政策の決定過程とダイナミックスが望ましい。中国

にはこのような処遇政策の決定過程とダイナミズムがあるのに対して，アメリ

カにはそれらが存在しない。

　中国では，まず，中国共産党があらゆる政策決定の中心にあり，政府機関，

企業及び社会団体としての労働組合，青年団，婦女連合は党の指導を受けなけ

ればならない。受刑者処遇政策を含む党のあらゆる政策が，一旦立法手続きを

経て法律になると，政府および各社会団体はこれを守らなければならない。ま

た，政府の政策，法令は中国共産党がその指導力を発揮してそれらの施行を
（24）

促す。次に，受刑者の処遇は単に刑事政策レベルではなくて階級関係での一種

の政治的使命としてでも位置づけられる。中国における公式なイデオロギーに

よると，犯罪は主に中国社会に残った搾取階級の思想，道徳，習慣に由来した

ものであり，プロレタリアを始めとした労働者階層の使命は搾取階層とその思

想，道徳，習慣を一掃して新しい人間社会を作ることにあるがゆえに，搾取階

層の思想，道徳，習慣の影響を受けて罪を犯した受刑者を処遇・改造すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）
も，当然労働者階層・社会主義国の使命の一つである。政治的使命に弓1き上げ

られた処遇政策は，社会各団体・機関が一層真剣に施行しなければならないこ

とを要求する力を持つようになる。以上の二点は，中国での処遇政策の決定過

程において行刑担当者である政府が優位に立ち，絶対な力を持つことを意味す

る。そして，中国政府は公衆，刑事専門家のだれよりも受刑者の刑務作業を重

要視している。それに，以下の二つの理由があげられる。第一に，Wで詳しく

検討するように，労働，勤勉は中国社会における支配的な道徳観で美徳の一っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）
であり，r働かざる者は食うべからず」は憲法上の原則として定められている。

勿論．これらは刑事領域にも持ち込まれて，勤勉さの欠如・労働習慣の不備が
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犯罪の原因とみなされ，刑務作業が受刑者を処遇・改造する主な手段として使
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）
われ，勤勉さと労働習慣の植えつけが行刑・処遇の主な目標とされるのである。

第二に，自分の生計は自らの手で立てるべきであるという原則，すなわち社会

構成員のそれぞれの労働に従って労働成果と社会財富を分配するという社会主

義的経済原則は各領域に適用される，冊1」務所・受刑者も例外でなく自力でその

生計を維持するのを要求されている。だから，行刑担当者である政府の基本的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28〕
な任務の一つは受刑者を組織して労働に従事させ，自立させることにある。し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）
かも，刑務所の内部秩序を保ち，その内部での受刑者のr無害化」を達成する

ためにも，政府は受刑者の刑務作業を希望する。

　アメリカにおける処遇政策の決定過程とそのダイナミズムは中国のそれとは

完全に違う。刑務作業に対して．アメリカの公衆は，普通r労働が苦痛であれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）
ば受升1」者は働くべきであり，それが恩恵であれば受刑者は働くべきでない」と

考え，失業者が出て，労働が権利となってから受刑者の刑務作業をつよく反対

する。政府は少なくとも，刑務所における規律維持，治安の確保といった管理

上の便宜のために，受刑者が何らかの仕事をすること．を望む。刑事専門家は多

くの場合目分の信じる処遇理念に基づいて受刑者処遇手段の一つとして刑務作

業を主張する。ここで重要なのは，公衆，政府，刑事専門家のいずれが処遇政

策の決定に当たってもっとも強い力をもつのかであ乱事実上，r劣等原則」

の考え方をもって刑務作業に反対するアメリカ公衆は政府，刑事専門家より優

位に立ち，処遇政策の決定に最も強い影響力をもっているのであ乱というの

は，州の刑務所の責任者は大抵行政長官である州知事によって任命される，州

知事自身は選挙民に選ばれ，彼らに責任を負い，牽制される。この場合，政府

はいかに新たな処遇政策を導入しようとしても，刑事専門家はいかに処遇理念

にとって不可欠な処遇政策を施行しようとしても，公衆の同意がなければ；な

かなか思うようにいかないのである。このことについては，ホーキンズ（Gordon

Hawkins）は次のように指摘している：「アメリカにおいては，行刑制度は公

衆の偏見によって左右されている。権力を目指す政治家たちは刑務作業制度を

改善する勇気を持ちえず，処遇理念，規律維持にいかに必要なことであっても，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）
有権者の投票を得られなければ，実行しない。」また，次のような批判もある：

アメリカの刑務所の責任者らは，刑事専門家でなく政治家である。彼らの運命

を決めるのは処遇制度の改善，受刑者の人権の保護のいかんでなくて州長官，



86 一橋研究　第13巻第二号

そして公衆の反応である。多くの刑務所所長は，受刑者の人権を無視する公衆

の偏見を満足することしか知らない。このように，処遇政策の決定過程におけ

る公衆の強さ，政府，刑事専門家の弱さは，「劣等原則」が処遇政策に強く影

響を与えて，刑務作業を排除する多くのr排除立法」が採択されたというアメ

リカの事情を部分的に説明できるであろう。

　W．理想的な人間像
　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
　受刑者処遇の目的が受刑者の社会復帰であるということは，中国で一貫して

主張されている，アメリカでもそれはかって最も強く訴えられ，今日でも完全

に放棄されたわけではない二しかし，中国でいうr社会復帰」とアメリカでの

それとはその意味合いが違うのであ乱「積極的な劣等原則」を特徴とした中

国社会では，刑事施設・受刑者処遇に期待することは消極的に受刑者を追放，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）
排除するのではなく積極的に働きかけて改造することである，中国社会には受

刑者を改造・社会復帰させる内在的・社会構造的な要素・メカニズムがある。

中国でいうr社会復帰」（中国語でr改造」という）は社会の全体構造に由来

するもので社会政策，社会目的である。中国の刑事専門家の唱えている「社会

復帰」及び他の処遇理念は，刑事学・処遇理念の学問的流れから生まれたもの

というよりも，むしろ社会政策，社会目的の刑事領域における具体化・受け入

れにすぎないであろう。反対に，r消極的な劣等原則」をもつアメリカ社会で

は，全体として刑事施設・受刑者処遇に期待することは社会，そして法から受

刑者を追放，排除することにとどまり，そこにはもっと高い次元の目的として

の社会復帰を追求して実現する内在的・社会構造的な要素・メカニズムが存在

していない。アメリカでいうr社会復帰」は社会政策，社会目的としてのそれ

ではなく，社会よりはるかに小さい領域たる刑事領域における処遇理念・理論

から生じた刑事専門家の目的，処遇技術の目的にすぎないであろう，社会復帰

という処遇目的とアメリカ社会構造との問にはギャップがある。

　中国とアメリカとの問には社会復帰の意味合いに奉ける以上のような差があ

るにもかかわらず，考察の対象を社会範囲から縮少して受刑者処遇領域のみに

限れば，中国の受刑者処遇とアメリカのそれがともに受刑者の社会復帰を追求

することは見られる。問題は，処遇を通じて受刑者をどのような人間に矯正す

るか，つまり理想的な人問像が何かである。それは社会復帰という目的の大前
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提であ乱理想的な人間像がなければ社会復帰という目的は論理上にも立てら

れない。しかも，受刑者処遇の内容，方法はまさに理想的な人間像のいかんに

よって形成され，決められるのである。

　しかし，社会復帰の手本としての理想的な人間像を作る過程，方法は，社会

目的として社会構造に由来する社会復帰が，それとも単に処遇理念・理論の流

れから生じた社会復帰かによってずいぶん異なる，それ故に，理想的な人問像

の具体的な内容も違ってくる。社会復帰を社会政策・社会目的をする中国の場

合は，社会自体は刑事施設，刑事活動に受刑者の社会復帰を要求するにと止ま

らず，社会復帰の手本としての理想的な人問像を作ることにも強く干渉して，

社会における理想的な人問像を受刑者処遇に押し付ける。受刑者処遇の目指す

理想的な人間像は，刑事専門家が処遇理念，処遇理論，処遇技術に基づいて作っ

たものでなく，社会における支配的なr理想的な人問像」の受け入れにすぎな

い。このような理想的な人間像は抽象的なものであり，具体的な因果関係を基

礎としたものではない。それを受け入れた処遇内容も，犯罪原因の具体的な研

究に基づく具体的なものが少なく，因果関係から外れた，刑事領域以外のとこ

ろからとり入れられたものが多いのである。さて，中国社会における支配的な

「理想的な人間像」は何であろうか，労働とその理想的な人間像とはどう結び

つくのか，ということが間われなければならないであろう。中国社会を支配し

ているのは，中国共産党を中心とした労働者階級である。ユ949年の建国まで中

国共産党の指導していた革命運動の明白な目標は，あらゆる搾取階級（地主階

級，資本家階級）の政権を倒して労働者階級の新しい政権を作ろうということ

であった，ユ949年に革命が成功して労働者の政権が成立され，全社会を支配し，

犯罪を定める法律を作ることが出来るようになった。新しい政権は，自らが人

類の少数者たる搾取階級を打倒した人類の多数を占め，富を創造する労働者を

代表した政府であることから，自らの正当性を求め，労働者階級の理想，道徳

観に従って全社会を改造して新しい社会を作ろうと宣言している。毛沢東は，

1949年に発表された「人民民主独裁について」という論文で「我々は，労働大

衆の理想，道徳にしたがって搾取者，無為徒食者および他の不良者を改造して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）一
労働者の新しい社会を建設しなければならない」と述べた。これは後の政府の

指導理念になった。字面からも解るように，労働者階級の理想，道徳の中心た
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）
る内容はr労働は光栄であり，搾取，無為徒食は不名誉である」ということで
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ある。建国から今日までの政府指示，文学芸術作品，学校の教科書の一貫した

主題の一つは労働，勤勉に対する賛美と無為徒食に対する蔑視である。さらに，

労働，勤勉は，道徳レベルで呼び掛けられるにと止まらず，憲法にも書き込ま

れて法律的な原則にもなっている，1954年に制定された新しい中国の最初の憲

法がすでに何回も修正されて，多くの規定が変更された，しかし労働習慣，勤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）
勉さの養成を呼び掛ける条文はほとんど変わっていない。

　アメリカの場合は，社会全体には受刑者の社会復帰を追求する内在的要素・

メガリズムがないので，受刑者の社会復帰の手本としての理想的な人問像を作

ることに直接に干渉する要素・メカニズムもない。勿論，社会は，社会防衛の

立場から刑事施設，受刑者処遇に受刑者の再犯を防止するように要求する。し

かし，これは一般的で中性的な要求であり，再犯しないこと以上の高次元的な

目標としての理想的な人問像，つまり，どうすれば再犯しないかを設定するに

までは至っていない，受刑者処遇の具体的な方法，目標の決定はもっぱら刑事

領域における専門家，学者の手に譲られるのであ私刑事専門家，学者は，刑

事領域の立場から理想的な人問像，そしてそれに適応した処遇方法を決めると

き，自分の信念，知識，学説を根拠に処遇理念，技術の歴史的な流れと，犯罪

原因と処遇との因果関係の連鎖とにおいていくつかの具体的な理想的な人問像

を作り，再犯しないという目標を達成するために，それぞれに応じた処遇方法

を主張する。そこでは，刑務作業が受刑者処遇との関わりのいかん，労働習慣，

勤勉さが理想的な人間像の内容か否かは刑事専門家，学者のそれぞれの主張す

る処遇理論，理念のいかんによるものである。次のVで詳しく検討するように，

j870年以後のアメリカには労働習慣，勤勉さを理想的な人間像の不可欠的な晶

格とした処遇理念はあまり見られない。刑務作業がせいぜい処遇・治療の手段

の一つか，刑務所における規律，秩序を維持するための手段の一つとして位置

付けられているにすぎない。

　V．処遇理念

　受刑者処遇の在り方が大いに社会構造と処遇政策の決定におけるダイナミズ

ムによって決められることは前述のとおりである。しかし，刑事専門家の主張

する処遇理念は処遇の実務に全く影響がないわけではない。直接に処遇に携わっ

ている刑事専門家は，少なくとも社会構造の影響の及ばないある程度の自主性
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を持つ。刑務作業と受刑者処遇との関わりはある程度でその処遇理念から影響

を受ける。では，刑務作業に関しては，中国とアメリカとのそれぞれの処遇理

念はどうであろうか。

　中国では，刑務作業をもっとも重要で中心的な処遇手段とした処遇理念が，

今日まで一貫して支配的な地位を占めている。先の検討では，中国の受刑者処

遇理念は社会における，労働を賛美する支配的なイディオロギー・通念の受け

入れにすぎないと指摘した。しかし，これは，社会における支配的なイディオ

ロギー・通念がそのまま自動的に処遇理念になったと言っているわけではない。

刑事専門家，学者は社会における支配的なイディオロギー・通念を受刑者処遇

理念，理論の見地から理論化，論理化しなければならないのである。さて，社

会における支配的なイディオロギー・通念を論理化した中国の受刑者処遇理念

においては，刑務作業がどう取り扱われるのかを考えよう。且954年当時，行刑

当局の責任者である羅瑞卿は，初めて理論的に中国の受刑者処遇を論じてr懲

罰管制，強制労働．思想教育という三つの手段を緊密に結合して受刑者を改造

しなければならない」と説いて，強制労働（刑務作業）を受刑者処遇の主な手
　　　　　　　（37）
段として位置づけた。ユ964年に中国共産党中央委員会・もr受刑者の改造と生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38〕
労働とを結合しなければならない」と呼びかけた。1980年以来，中国の刑事学

者は，労働を中心とする中国の処遇制度を次のように理論的に説明している：

「強制労働で受刑者を改造するという政策をとり，生産労働を受刑者処遇の基

本的手段と物質的基礎にすることは，我が党のプロレタリア的な世界観から決
　　　　　　（39）
足されるのである」，rマルクスの唯物主義によれば，認識は実践から得られる。

実践は認識の唯一の源である。実践には諸々な活動があるが，生産労働が最も

基本的な活動である。だから，生産労働は必然的に受刑者を改造する基本的手
　　　　　　　　　　　　　　（40）
段と物質的基礎でなければならない」。r生産労働は受刑者から反社会的な考え

方，搾取階級の思想，習憤を取り除き，新しい人間に改造するには大いに役立
（41）

てる」。こういう処遇理念は，今日まであまり変わりがなく刑務作業を中心と

した中国の受刑者処遇制度，実務を理論的に支えている。

　アメリカの受刑者処遇の歴史上には刑務作業を処遇の重要な内容とした時期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）
もあった（初期の刑務所と1830年以後のオーバン制の普及）。しかし，その時

期でも，刑務作業と受刑者の社会復帰とは今の中国ほど緊密に結合されなかっ

た。それらの時期を除けば，むしろ，ヲ千1」務作業の必要性を否定するか軽視する
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処遇理念が主流である。最初に刑務作業の必要性に疑問を投げかけたのは1830

年以後のペンシルバニア制の主張者である。彼らは，受刑者を改善するために

作業（特に雑居作業）を許さず独房拘禁を中心にすべきであり，r刑務作業は

単に処遇上有害であるばかりか，受刑者の間の通謀も引き起こして処遇の効果
　　　　　　　（43）
を破壊するのである」と主張していた。ペンシルバニア制では例外的に独房作

業が個別の受刑者に許される，しかしこれは処遇手段としてではなくて一種の

気晴らしにすぎず，それ故に社会産業と結び付くことは望まれなかった。1870

年代に，刑務作業をもって受刑者を搾取していた処遇実務に対して，刑事専門

家，学者は強く反発したが，彼らの一部は極端に走って，刑務作業が受刑者処

遇とは絶対に相人れないもので，受刑者処遇から完全に追放しなければならな
　　　　　（44）
いとまで唱えれそれらの激しい批判は．一般市場・貿易から刑務所の製品を

排除しようとする組合，業者団体などの運動にはずみを与え，刑務作業を排除

する立法の採択を促した。ユ930年代及び第二次世界大戦後，メディカル処遇理

念とメティカル・モデルの普及に従って，刑務作業は処遇理念上においても行

刑実務上においても刑務所の基本的活動の地位を失ない，集団療法，職業訓練，

文化教育，精神セラピーなどと同列のものとされ，僅かな受ヲ干■」者が僅かな時間

で治療手段として行うにとどまり・作業ρ運営に当たってもその企業性がまっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45〕
たく無視され，専ら治療のために運営されるよ．うになった。その結果として，

この僅かな作業も維持できなくなり，刑務作業は刑務所カ）ら姿を消してしまっ

た。ユ970年以後，ジャスティス・モデル論者を中心に，受刑者の権利としての

刑務作業を確立しようとする動きが見られるが，まだ成果があがっていないの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）
で，無為は依然としてアメリカの刑務所の特徴である。

　w．結語

　以上で刑務作業と受刑者処遇との関わりにおける中，米両国の差異を社会構

造の差異を視野に入れつつ，一応考察した。この考察で明らかになったように，

両国におけるその差異は，単に刑事政策の違いから偶然的に生じたものではな

く，むしろ，社会における経済的，政治的構造，そして法文化，処遇伝統にお

ける両国間の差異の表れである。受刑者処遇制度はあくまでも単純な刑事政策

の問題でなく全社会にかかる問題である，刑務作業の在り方も単に行刑当局の

ことだけでなくもっと大いに行刑当局以外のところによって左右される。全社
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会全国民はみんな受刑者処遇と刑務作業の運営に重大な責任を負っていること

を意識しなければならないのであ乱また，両国の間には以上の差異があるが，

処遇より高い次元の目標としての受刑者の人権保護という視点から刑務作業の

問題に対処しなかったという点では同じではなかろうか，それならば，両国と

も受刑者人権保護という新しい視点から刑務作業制度を再認識，再構成すべき

ではないかと思う。

（注）
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（13）徐覚非「試論毛沢東的労働改造罪犯理論」r中国政法大学学報』，1984年第4期。

（14）James　B．Jacobs，“The　PrisonersI　Rights　Movement　and　Its

　　Impacts，！960　80”Cmmeαπd〃8れ。e（Vo12），p429

（15）その影響の具体的な内容についての分析は，拙著修士論文rアメリカ，日本，

　　中国における刑務作業の比較検討』の第5章が詳しく論じた。

（16）中国で，社会団体としての労働組合，婦女連合，青年団，居民委員会が受刑

　　者処遇にどう協力するかにつき，1985年8月30日のr中国法制報』に説明がある。
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（27）

（28）

（29）

（30）

（31）

（32）

（33）

（34）

（35）

（36）

（37）

（38）

　李石生「在労働中変成新人」r紅旗』（中国共産党中央委員会誌）1960年第18期。

　Jack　Scha11er，“Norma1izing　the　Prison　Work　Environment”

David　Foga1＆Joe　Hudson（ed．）J鵬f圭。eα8Fαかηεss，P召r8ρθα｛リe80几

‘んεJ「皿8れ。e　Mo　de！（1981），P．220．

　Op．cit．supra　note3，at729．

　Ibid．

　E．T．Hiner，“Labor　Unionism　and　Convict　Labor．”Jo〃几α工。∫肋e

0「｛m加0エ。8ツαπd　Cr｛m加αエエαωαηd　Poエ｛ce　Sc土eηc2（Vo1．5．1914），

pp854　855
　0p．cit．supra　note7，at101一

　応援したかしなかったかは論者によって必ずしも一致されないが本稿で応援

したという説に従う。

　党と政府との関係，政策と法律との関係は次の本で詳しく論述されている。

張友漁r関於社会主義法制的若千問題』，法律出版社，1982年。

　同前掲（注13）。

　中華人民共和国憲法第10条。

　謝覚哉「党内改造罪犯政策的偉大勝利」r新華半月刊』　ユ960年　第9期。

　召略正，徐覚非前掲（注2）第157頁。

　ここでいう「無害化」は受刑者の犯罪能力を奪って再犯を防止することを意

味する。

　Op．cit．rupra　note3，at721．

　Op．cit．supra　note7，at121．

　本稿では，受刑者が刑務所から釈放され，社会に入って．再び刑務所に戻ら

ないという処遇目的の意味で，「社会復帰」（RehabihtatT0n）を使う。もっ

とも，「社会復帰」は処遇目的だけでなく特定の処遇理念・処遇技術・方法を

含んだ総合的な概念であるので，この点を留意すべきである。なお，「社会復

帰」についての最も詳しい論述は次の論文．本にある。

福田雅章「処遇権の基礎」r刑法雑誌』25巻1号174頁。

Francis　A．A11en，丁加Dεc庇πe　oゾ肋名月助αω胱αれリe〃2α工，Peηα～

P0”cツαπd80cjα～Purp08e（1979），p．32一

　「改造」は，中国で受刑者処遇の目的を表現するときいつも用いられる言葉

であり，その最も普通な意味が，行刑をもって受刑者が再犯しないように目指

すべきであるといってよい。本稿でもこの意味でr改造」を使う。しかし，r社

会復帰」と同様に「改造」も処遇目的だけでなく特定の処遇理念・処遇技術・

方法を含んだ複雑な概念であるので，この点をも留意すべきである。

　r毛沢東選集』第4巻第ユ413頁，（人民出版社，1966版）。

　1954年中華人民共和国憲法第16条を参照。

　1954年中華人民共和国憲法16条，／975年中華人民共和国憲法序言及び第9，

lO条，1978年中華人民共和国憲法第10，l1条。

　「人民日報』1954年9月7日。

　郡名王，徐覚非前掲（注2）第66頁。



刑務作業と受刑者処遇との関わり 93

（39）

（40）
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（42）

（43）
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（45）
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　同上，第149頁。

　同上，第150頁。

　同上。

　初期のアメリカ刑務所では，拘禁される以上に受刑者の苦痛を増大しようか，

刑務所の費用を補おうとして，刑務作業が受刑者によく科された。オーバン制

が受刑者から経済的利益を取ることに便利であるがゆえに，迅速に普及したに

従って，刑務作業・受刑者からの経済搾取は主な関心事になった。両方とも刑

務作業を刑務所活動の中心にしたものの，受刑者の改善・社会復帰とは結ばれ

なかった。詳しくは次の論文を参考に。

E．T．Hi11er，“Development　of　the　System　of　Contro1of　Convict　Labor

in　the　United　States、”Joωmαエ。∫統e　Cr｛m土πoエ。8ツαηd　Crjm｛ηαエ

エαωαπd　Po脆e8c±eπce（Vo1．5，ユ9ユ4），p．2541

Dario　MelossI＆Massimo　Pavarini（Transユated　by　G1ynis　Cousin），

丁拘θPrf80ηαηd　fんεFαc土0rツ（1981），p．157．

　David　J．Rothman，“The　Invention　of　the　Penitentiary．”Cr｛m加α正

工αωBα脆f｛几（Voユ．8，No．7），p．563．

　Op．cit．supra　note7，at116．

　Stratton＆West，肋e五〇エe　o∫Corrε棚。παエ加由8fri鵬，ρ．26．

　Op．cit，supra　note7，at87一
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